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研究要旨 

母子保健情報と学校保健情報を含む胎児期から小児期までのあらゆるパーソナルヘ

ルスレコードの現実的な連係・利活用のための基盤構築を目的に、開始時期の異なる複

数の既存出生コホートに基づく（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・活用による

有用性の明確化に向けた解析と（２）現実的なインフラ整備に向けた調査を行う。 

（１）母子保健情報と学校保健情報の連係・活用による有用性の明確化に向けた解析 

東北大学東北メディカル・メガバンク計画三世代コホート調査においては、35 の自

治体母子保健関連部署および 27 の教育委員会より、乳幼児健診情報 8,232 名分、就学

時健診情報 396 名分、学校定期健診情報 139 名分を収集した。また、自治体や教育委

員会と連携して、地域への結果還元・情報提供を行った。三世代コホートで戦略的に収

集した情報を連係の上で解析した結果、乳幼児期に過体重であった児は、学童期および

思春期にも過体重である割合が高い傾向が認められた。また、出生時から 10 歳時まで

の体格と 10 歳時の骨量との関連解析の結果、6歳時、10 歳時に肥満であった女子は、

標準体重の女子と比べ 10 歳時調査時の骨密度が有意に低値であることや、6 歳時に肥

満であった男子は、標準体重の男子と比べ 10 歳時調査時の骨密度が有意に高値である

ことなどが明らかとなった。三世代コホート調査で接点のある教育委員会担当者 18 名

および小・中学校担当教諭 111 名から、母子保健情報と学校保健情報の連係の必要性･

効果･期待に関して情報収集した結果、教育現場から提供した情報の解析から見えてき

たことの報告・還元を希望する回答が最も多く、一方で、学校健診情報が電子化されて

いないとの回答が過半数から得られた。その上で、「パーソナルヘルスレコードとして

の様々な個人情報集約システムを構築していくにあたってのご意見・ご要望」として、

電子化を望む声やデータの利活用を望む声が多かった。BOSHI 研究参加者における認

識・希望調査の結果、母子保健情報と学校健診情報のリンケージを必要と感じている者

は 75％以上と高い割合であったのに対し、情報の利活用のたびに同意確認が必要と感

じている者も 50％程度と多く、特に大学や企業などの外部研究者が情報を活用する際

に同意確認を必要と感じている割合は 65％以上と高いことが明らかとなった。 

（２）現実的なインフラ整備に向けた調査 

今年度は、海外の既存のインフラに関する情報収集を実施し、デンマークで運用され

ている個人識別番号を用いたシステムは、健康情報に限らず様々な公的データベース

と連携可能なシステムであり、社会福祉のみならず研究にも利活用されてきたことや、

小児における健診情報の利活用の事例として、出生時から学童期および学童期から思

春期にかけての BMI z スコアの増加が、I型糖尿病の発症と関連しているとの報告を抽

出した。また、公的な個人識別番号を用いずに母子保健情報および学校保健情報を連
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係・活用している国内の事例として、自治体主導の市民 PHR システムである「MY 

CONDITION KOBE」や一般社団法人健康・医療・教育情報評価推進機構（HCEI）の事例も

注視していくべき事例として抽出した。 

東北大学東北メディカル・メガバンク計画三世代コホート調査においては、関係省庁

との連携に基づいて、自治体母子保健関連部署や教育委員会・学校から乳幼児健診情報

および学校健診情報を収集することができている。本研究班においては、母子保健情報

と学校保健情報の連係のため戦略的な情報収集を支援し、収集された乳幼児健診情報・

学校健診情報等の連係によって、乳幼児期の過体重と学童期・思春期の過体重との関連

や、児の体格と骨密度との関連の検討を進められている。自治体・教育委員会・学校関

係者からの情報収集結果に基づき、独自の成果創出に加えて、自治体や教育現場からの

ニーズの高いテーマに関して解析を進め、利活用案も含めて関係者に還元することが

重要である。さらに、電子的連係の有用性を示すことによって、学校健診情報の電子化

につながることも期待される。母子保健情報および学校保健情報の連係のためのシス

テムとしては、海外・国内の事例を参考に、保護者等の不安に対して配慮可能なシステ

ムを、現在政府が進めている PHR の更なる利活用に関する政策とリンクさせた形で検

討していく必要があると考えられる。最終年度である次年度は、既存出生コホートのデ

ータの戦略的な解析と関連部署との情報共有・意見交換を進め、実効性の高い情報連係

システムの構築に向けた検討を推進する。 

研究分担者 
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Ａ．研究目的 

母子保健法のもと母子の健康の保持増進を目

的とする乳幼児健診に代表される母子保健情報

と、学校保健法のもと疾病のスクリーニングを

目的とする学校健診情報は、これまでに体系的

な連係が行われていなかったが、「経済財政運営

と改革の基本方針 2018」（平成 30 年 6 月 15 日

閣議決定）においてその重要性が明記され、「デ

ータヘルス時代の母子保健情報の利活用に関す

る検討会」によって、母子保健情報の電子的な

記録・管理・活用の在り方が検討されてきた。 

英国の ALSPAC 研究では、地域の各種医療情報

の連係に加えて、対象児の学校の保健・成績情

報等をリンケージした解析が行われており（Int 

J Epidemiol. 2013;42:111-27.）、各ライフステ

ージにおける各種既存情報の利活用の有用性は

明らかである。2013 年に妊婦リクルートが開始

された東北メディカル・メガバンク計画三世代

コホート調査においては、母子約 22,500 組と児

の同胞約 9,500 名を含む三世代家族約 73,500

名のライフコースにわたるパーソナルヘルスレ

コード（妊婦健診・乳幼児健診・母子健康手帳・

学校健診・小児慢性特定疾病登録・難病登録・

（地域）がん登録等）の収集も進めている。そ
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の中で、母子保健情報と学校保健情報の電子的

な記録・管理・活用状況だけでなく、利活用に

向けた情報提供に対する対応・考え方が、医療

機関・自治体・教育委員会・中学校によって様々

であることを経験してきた。また、コホート調

査参加者に対する同意取得の中で、母子および

児童の保護者らにおける各種情報の連係やその

利活用に対する理解や不安・期待なども様々で

あることを実感してきた。したがって、母子保

健情報と学校保健情報の連係・利活用のメリッ

トの明確化に加えて、連係・利活用のための現

実的なインフラ整備のための課題抽出とその対

策立案が必要である。 

そこで、母子保健情報と学校保健情報を含む

胎児期から小児期までのあらゆるパーソナルヘ

ルスレコードの現実的な連係・利活用のための

基盤構築を目的に、（１）母子保健情報と学校保

健情報の連係・活用による有用性の明確化に向

けた解析と（２）現実的なインフラ整備に向け

た調査を行ってきた。 

これまでに、母子保健情報と学校健診情報の

連係に基づく成果創出の更なる推進と、厚生労

働省および文部科学省の各関連部署との情報共

有・意見交換を進め、実効性の高い情報連係シ

ステムの構築に向けた検討を推進していく必要

性が明らかとなっている。 

 

Ｂ．研究方法 

１．関係省庁との連携強化と三世代コホートに

おける情報収集の推進 

a．三世代コホートにおける情報収集の推進 

三世代コホート調査参加者に関して、2019 年

度までに収集した乳幼児健診情報および学校

健診情報を集計・整理の上、自治体母子保健関

連部署および教育委員会・小学校・中学校へ還

元するとともに、2019 年度に 3歳時の乳幼児健

診を終えた対象者を含む8,896名分の乳幼児健

診情報を 35 自治体に、2020 年度に小学 5・6年

生になった対象者の就学時健診情報または

2020 年度に中学 3 年生になった対象者の学校

定期健診情報の提供を 31 教育委員会に依頼し

た。 

b．関係省庁との連携強化 

乳幼児健診管轄省庁である厚生労働省の母

子保健課、および学校健診情報管轄省庁である

文部科学省のライフサイエンス課と連携し、三

世代コホート調査対象者に関する乳幼児健診

情報および学校保健情報の収集意義を、宮城県

内の35の自治体母子保健関連部署および36の

教育委員会へ情報提供し、情報提供の障壁の解

消を図るとともに、学校定期健診情報および就

学時健診情報の収集を推進した。 

 

２．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

三世代コホート調査の参加者の学校定期健

康診断、母子健康手帳、乳幼児健康診査のデー

タを連係し、1.5 歳時、3.5 歳時、6歳時、11 歳

時、14 歳時における体格の相関を検討した。ま

た、東北メディカル・メガバンク計画の一環で

実施されている 10 歳時調査で測定されている

骨密度の情報を用いて、出生時、3 歳時、6 歳

時、10 歳時の体格と 10 歳時の骨量との関連を

評価した。 

 

３．自治体･学校･教育委員会･医療機関等にお

ける情報連係の必要性･効果･期待に関する調

査 

東北大学東北メディカル・メガバンク計画三

世代コホート調査で構築済みの教育委員会・学

校等との協力関係を利用し、「東北大学東北メ

ディカル・メガバンク機構の学校健診情報等の

提供のご協力にあたって負担となったこと」、

「今回の取り組みへ期待すること」、「学校健診

情報等の電子化の状況」、「パーソナルヘルスレ

コードとしての様々な個人情報集約システム

を構築していくにあたってのご意見・ご要望」

について、聞き取りまたは書面で情報収集を行

った。 
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４．BOSHI 研究参加者における認識・希望調査 

BOSHI 研究の参加者を対象に郵送にて母子保

健情報と学校健診情報のリンケージについての

意識調査に関するお願いとアンケートを送付し、

既存資料とリンケージした上で分析を行った。

アンケートの回答をもって、本調査の同意とし

た。送付対象者と返答者の基礎特性については、

BOSHI 研究の登録時情報、自記式問診票、出産

時情報より抽出した。 

 

５．既存のインフラに関する調査 

海外で既に運用されている公的な個人識別番

号に基づく小児の健診情報の連係システムを調

査した。また、公的な個人識別番号を用いずに

母子保健情報および学校保健情報を連係・活用

している国内の事例も合わせて調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

東北大学東北メディカル・メガバンク計画三

世代コホート調査および BOSHI 研究は、それぞ

れ東北大学東北メディカル・メガバンク機構倫

理審査委員会、東北大学医学部倫理審査委員会、

東北医科薬科大学倫理審査委員会、および調査

実施医療機関における倫理審査委員会の承認の

もと実施されている。本研究班の実施に関して

は、一部宮城教育大学倫理審査委員会の承認の

もと実施されている。 

 

Ｃ．研究結果 

１．関係省庁との連携強化と三世代コホートに

おける情報収集の推進 

今年度は 35 の自治体母子保健関連部署に乳

幼児健診情報を、31 の教育委員会に就学時健診

情報と学校定期健診情報を依頼し、依頼した全

自治体母子保健関連部署および 27 教育委員会

より、乳幼児健診情報 8,232 名分、就学時健診

情報 396 名分、学校定期健診情報 139 名分をそ

れぞれ収集することができた。また、子育て支

援センターや中学校における結果還元・情報提

供の場等も持つことができ、自治体･教育委員会

等との連携を強化することができた。 

 

２．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

乳幼児期に過体重であった児は、学童期およ

び思春期にも過体重である割合が高い傾向が認

められた。出生時から 10 歳時までの体格と 10

歳時の骨量との関連を解析した結果、6 歳時、

10 歳時に肥満であった女子は、標準体重の女子

と比べ 10 歳時調査時の骨密度が有意に低値で

あった。また、6 歳時に肥満であった男子は、

標準体重の男子と比べ 10 歳時調査時の骨密度

が有意に高値であった。 

 

３．自治体･学校･教育委員会･医療機関等におけ

る情報連係の必要性･効果･期待に関する調査 

教育委員会担当者 18 名からの情報収集の結

果、「今回のご協力にあたって負担となったこと」

は、「小・中学校への連絡、調整」が最も多く、

「今回の取り組みへ期待すること」は、「ご提供

いただいた情報の解析から見えてきたことの報

告・還元」が最も多く、「学校健診情報の電子化

の状況」としては、「電子化されていない（予定

なし）」が最多であり、電子化されている旨の回

答は「一部電子化されている」の 2名のみであ

った。小・中学校担当教諭 111 名からの情報収

集の結果、「今回のご協力にあたって負担となっ

たこと」は、「健診票の準備」が圧倒的に多かっ

た。また、「今回の取り組みへ期待すること」は、

「ご提供いただいた情報の解析から見えてきた

ことの報告・還元」が最も多く、「学校健診情報

の電子化の状況」については、「電子化されてい

ない（予定なし）」が過半数であった。「パーソ

ナルヘルスレコードとしての様々な個人情報集

約システムを構築していくにあたってのご意

見・ご要望」としては、電子化を望む声やデー

タの利活用を望む声が多かった。 

 

４．BOSHI 研究参加者における認識・希望調査 

母子保健情報と学校健診情報のリンケージを
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必要と感じている者は 75％以上と高い割合で

あったのに対し、情報の利活用のたびに同意確

認が必要と感じている者も 50％程度と高い割

合だった。特に大学や企業などの外部研究者が

情報を活用する際に同意確認を必要と感じてい

る割合は 65％以上と高かった。 

 

５．既存のインフラに関する調査 

デンマークで運用されている個人識別番号を

用いたシステムは、健康情報に限らず様々な公

的データベースと連携可能なシステムであり、

社会福祉のみならず研究にも利活用されてきた。

小児における健診情報の利活用の事例として、

出生時から学童期および学童期から思春期にか

けての BMI z スコアの増加が、I型糖尿病の発

症と関連していることが報告されている。公的

な個人識別番号を用いずに母子保健情報および

学校保健情報を連係・活用している国内の事例

として、自治体主導の市民 PHR システムである

「MY CONDITION KOBE」や一般社団法人健康・医

療・教育情報評価推進機構（HCEI）の事例も注

視していくべき事例として抽出した。 

 

Ｄ．考察 

１．関係省庁との連携強化と三世代コホートに

おける情報収集の推進 

2019 年度までに収集した情報の還元および

関係省庁との連携等を通して、自治体等からの

継続的な情報収集および連携の維持・強化をす

ることができた。今後も、2020 年度までの実績

を生かして、母子保健情報と学校保健情報の連

係によって得られた結果を、自治体・教育委員

会経由でより多くの住民に還元するとともに、

学術的な成果としても公表する。 

 

２．学童期の疾患の発症と予後に関する検討・

解析 

本解析の結果、乳幼児期の過体重が学童期・

思春期の過体重と関連している可能性が示唆さ

れた。また、児の体格と骨密度との関連は男女

で異なる結果であった。過体重と骨密度の間に

正の関連が認められる理由として、肥満の児の

脂肪組織が多いほど、骨への機械的負荷が大き

くなり、結果的に骨密度が高くなることが指摘

されている。また、過体重と骨密度の間に負の

関連が認められる理由として、肥満児の身体活

動レベルの低下が指摘されている。したがって、

本研究対象児の運動習慣や普段の活動量及び体

脂肪量等の影響を考慮した評価も今後必要であ

ると考えられた。 

 

３．自治体･学校･教育委員会･医療機関等におけ

る情報連係の必要性･効果･期待に関する調査 

昨年度の自治体母子保健関連部署担当者から

の情報収集の結果と同様、教育委員会担当者お

よび小・中学校担当教諭ともに、母子保健情報

と学校保健情報の連係・利活用に向けた情報提

供の必要性を理解し、その活用や保健指導への

還元に期待を寄せていた。同時に、現時点で電

子化が進んでいるとは言えない学校健診情報の

電子化の推進力となることも期待していた。し

たがって、本研究班において、母子保健情報と

学校保健情報の電子的連係による利活用の具体

例を提示することを通して、学校保健情報の電

子化・利活用の推進に資することが重要である

と考えられた。 

 

４．BOSHI 研究参加者における認識・希望調査 

母子保健情報と学校健診情報のリンケージを

必要と感じている者は 75％以上と高い割合で

あったのに対し、情報の利活用のたびに同意確

認が必要と感じている者も 50％程度と高い割

合だった。特に大学や企業などの外部研究者が

情報を活用する際に同意確認を必要と感じてい

る割合も 65％以上と高かった。健康情報のリン

ケージの必要性の認識は高いが、その利活用に

当たっては丁寧な説明が要求されている。 

 

５．既存インフラの調査 

本研究の結果、海外におけるソーシャルセキ
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ュリティナンバーなどの公的な個人識別番号を

用いた事例にも様々あることが分かった。今後、

海外の事例や国内の先進的事例を参考にしなが

ら、本邦の歴史・文化・リテラシーに即した本

情報連係のインフラ開発が進むことが望まれる。 

 

Ｅ．結論  

 東北大学東北メディカル・メガバンク計画三

世代コホート調査においては、関係省庁との連

携に基づいて、自治体母子保健関連部署や教育

委員会・学校から乳幼児健診情報および学校健

診情報を収集することができている。本研究班

においては、母子保健情報と学校保健情報の連

係のため戦略的な情報収集を支援し、収集され

た乳幼児健診情報・学校健診情報等の連係によ

って、乳幼児期の過体重と学童期・思春期の過

体重との関連や、児の体格と骨密度との関連の

検討が進められている。自治体・教育委員会・

学校関係者からの情報収集結果に基づき、独自

の成果創出に加えて、自治体や教育現場からの

ニーズの高いテーマに関して解析を進め、利活

用案も含めて関係者に還元することが重要であ

る。さらに、電子的連係の有用性を示すことに

よって、学校健診情報の電子化につながること

も期待される。母子保健情報および学校保健情

報の連係のためのシステムとしては、海外・国

内の事例を参考に、保護者等の不安に対して配

慮可能なシステムを、現在政府が進めている

PHR の更なる利活用に関する政策とリンクさせ

た形で検討していく必要があると考えられる。

最終年度である次年度は、既存出生コホートの

データの戦略的な解析と関連部署との情報共

有・意見交換を進め、実効性の高い情報連係シ

ステムの構築に向けた検討を推進する。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

特になし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

特になし 

 


